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レシート情報から消費者のニーズをつかむ

消費実態を正確に把握する
ことの難しさ

近年、消費者のニーズの多様化
に対応するため、企業は非常に多
種類の商品を市場に投入してい
る。このため、企業にとっては、
それらの商品が消費者にどのよう
に受け入れられたかという消費実
態を把握することは重要な課題だ
が、正確にできている企業は皆無
といってよい。

それは企業の責任というより
も、これまで普通に行われてきた
いくつかの調査手法には、精度の
点でそれぞれ自ずと限界があった
からである。

消費実態を把握するために現在

用いられるのは、主に以下の３つ
の方法である。

１つ目は、消費に直接関与して
いるスーパーマーケットやコンビ
ニエンスストアなどからPOS（販
売時点情報管理）データを購入す
ることである。ただしこの方法
は、実際の販売データに基づいた
傾向把握などは行えるが、すべて
の流通企業からデータを購入でき
るわけではないため、全体像を把
握することは難しい。

２つ目は、携帯型のバーコード
スキャナーをアンケートモニター

（以下、モニター）に配付し、購
入した商品に付属するバーコード
を、モニターがスキャンしてデー

タを入力するという方法である。
この方法であれば、どの流通企業
で商品を購入してもデータが得ら
れるが、モニターの負担が大き
く、また、後述するようにデータ
の精度に少なからず難がある。さ
らに、外食や多くの生鮮食品、レ
ジャー商品などはバーコードがな
いためデータは取得できない。

近ごろの競合関係は、食品なら
食品同士が競合するというような
単純なものではなく、食品が中

（なか）食や外食と競合したり、
衣服が携帯電話の利用料金と競合
したりする。そのため、カテゴリ
ーを越えたマーケティング戦略が
重要になっており、バーコードの
ある商品だけではデータとして不
足する。

３つ目は、インターネットなど
を通じて、消費者にどんな商品を
購入したかを直接尋ねるトラッキ
ングアンケートである。これはデ
ータを網羅的に手に入れることは
できるが、即時性に欠けると同時
に、得られたデータを入力する労
力が必要である。そのため、自社
商品の購買状況を調べるだけとい
うことが多い。

このように、現在の調査方法で
は消費実態を正確に把握すること
ができておらず、多様化する消費
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は多くの商品を市場に投入しているが、今ある調査手法で
は、その消費実態について正確に把握することは難しいと
いえる。そこで野村総合研究所（NRI）は、レシート自動
読み取り装置と専用の家計簿ソフトを開発した。これをコ
ミュニティサイト経由で消費者に提供することにより、購
買データの継続的な入力と精度の向上が図れる。これらの
データを分析することで、企業のマーケティング戦略にお
いて、「Share of Wallet（可処分所得内における消費シ
ェア）」など今までにないデータや指標を提供できるほ
か、企業へのコンサルティングサービスへの発展も可能と
なる。
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者のニーズに合わせたマーケティ
ング戦略の策定が困難となってい
る。

レシートを利用した
購買データの収集

NRIが注目し、今回、マーケテ
ィングの仕組みとして構築したの
は、購買記録が記された店舗など
のレシートから、データを収集す
るという方法である。この方法を
利用すれば、上記の３つの方法の
それぞれの課題はほぼ解決でき
る。

まず、１つ目の流通企業による
偏りの問題であるが、最終購買者
である消費者からデータを直接収
集するので、すべてのチャネルで
の購入データを収集することがで
きる。かなり少なくなったとはい
え、いまだにPOSが導入されてい
ない流通企業もあるため、全方位
的なマーケティング戦略の策定が
必要な企業では、これは重要な利
点である。

２つ目のバーコードをスキャン
する方法との比較であるが、レシ
ートを利用すれば、当然ながらバ
ーコードのない商品であっても購
入データを収集できる。また、モ
ニターの入力負荷も軽減できる。

バーコードのスキャンは、商品

情報を自動で取得できるものの、
金額や購入日、購入店などは本人
が入力しなくてはならないので、
入力ミスもありうる。レシートな
ら、これらの情報が自動的に取得
されるため、より精度の高いデー
タが得られる。

３つ目の、企業が実施するトラ
ッキングアンケートとの比較につ
いては、レシートをスキャンする
方法ならデータ入力の負荷が小さ
いのはもちろん、必然的にあらゆ
る企業にまたがった調査となるた
め、競合商品の購買状況も同一の
条件で把握することができる。ま
た、トラッキングアンケートは期
間内（たとえば１週間以内や１カ
月以内）での購買状況の把握が限
界だが、レシートなら継続的な購
買状況の把握ができることも非常
に有利である。

このように、レシートからデー
タを収集する方法は多くの利点を
持つが、レシートの情報をマーケ
ティング分析に利用するために
は、データを電子化しなくてはな
らない。そのためにNRIが開発し
たのが、レシートの内容を読み取
る小型のOCR（光学式文字読み
取り装置）機器と専用の解読ソフ
トウェアである。感覚的には、名
刺を管理するための入力機器とソ

フトウェアをイメージするとわか
りやすい。

購買情報は、取り込んだレシー
トの画像から自動的に識別され、
購入日時や店舗名、商品名、価格
などがデータとして格納される。
レシートの記載内容は店舗によっ
てかなり違いがあるが、電話番号
から店舗名を割り出したり、１万
枚を超える実際のレシートに基づ
いてテンプレート（ひな形）を作
成し用意するなどにより、現時点
での認識率は90％以上となってい
る。

継続して運用できる
データ収集の仕組み

ここで問題となるのは、レシー
トが発行されない消費行動からは
データが収集できないことであ
る。たとえば、自動販売機による
購入や銀行の自動引き落としなど
である。

そこで、データの網羅性を確保
するために、入力が容易な家計簿
ソフトを開発してモニターに配付
し、この家計簿ソフトにレシート
のデータを連動させるとともに、
レシート以外のデータをモニター
に入力してもらうことにした。家
計簿にはすべての支出が記録さ
れ、また収入データも取得できる
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ため、結果として、モニターの家
計全体を把握できるという効果も
ある。

ある調査によると、首都圏の既
婚女性のうち約６割が家計簿をつ
けているという。しかし、途中で
挫折したり、収支の大まかな記入
だけになっているケースもあり、

「家計を管理する」という本来の
目的を果たせていないことも多
い。今回の家計簿を企業がマーケ
ティングの基礎データとして利用
するためには、レシートのスキャ
ンを含めて、モニターが継続して
家計簿をつけ、安定的にデータを
取得できることが重要である。

そこで、家計のやりくりに関心
が高いと考えられる主婦層をモニ
ターのメインターゲットに選択し
た。同時に、この層を対象とする
媒体を持ち、女性向けのコミュニ
テ ィ サ イ ト「kurasse（ ク ラ ッ
セ）」を運営している学習研究社
と協力体制を構築した。

学習研究社では、モニターの募
集、家計管理に成功した事例のコ
ンテンツの提供のほか、コミュニ
ティサイトの特徴を活かして、挫
折しそうな人を励まし合ったりす
る場を提供し、そうすることによ
り、モニターの継続利用を促して
いる。もちろん、これらはコミュ

ニティサイト自身の活性化にもつ
ながる。

モニターは、無償で配付される
レシートリーダーと家計簿ソフト
を、「調査に協力するためのデー
タ入力」というより、「家計簿を
つける負荷の軽減」のために利用
するという意識が強い。そのた
め、自己申告型の調査にもかかわ
らず非常に精度が高い。

こうして収集されたデータは
NRIが管理し、希望する企業に、
マーケティング資料として販売、
またはコンサルティング業務で利
用している（図１）。この仕組み
は、モニター、コミュニティ運営
会社、データ収集を望む企業のそ
れぞれが、少なからぬメリットを
享受できるビジネスモデルという
ことができる。

なお、家計簿データはプライバ
シーに属するものであるため、
NRIは、家計データのほかは性
別、年齢、郵便番号の情報しか保
持せず、個人を特定できないよう
になっている。

新しいマーケティング
データの提供

このように消費者の正確な消費
実態と家計状況を把握することに
より、どのようなデータが提供可

能になるのだろうか。
購入世帯率や購入頻度、購入単

価はもちろんのこと、「定価リピ
ート率（再購入の際、安売りでは
なく定価で購入する割合）」や安
売りによる「販売増率」、そして
今話題の「ポイント利用率」など
も 測 る こ と が で き る。 ま た、

「Share of Wallet（可処分所得全
体に占める、あるカテゴリーの商
品の消費額の割合）」や「Share 
of Customer（同一目的の消費に
占める、ある商品のシェア）」「新
製品選択率」「カニバリ係数（新
商品投入による既存商品の販売減
の割合）」などの新しい指標のデ
ータも提供できる。

企業はこれらのデータを利用す
ることで、より精度の高い商品計
画や生産計画、流通計画、そして
効果的なプロモーション戦略の立
案が可能となる。

レシートデータの
活用範囲の拡大

レシートの活用範囲は、家計簿
を通じた家計の支援だけではな
い。レシートというのは、企業に
とっては支払いの証拠となる重要
な証明書である。特に個人事業主
や中小企業では、レシートが支払
い証明のかなりの割合を占めるケ
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ースもある。
レシートは印字されているもの

がほとんどであり、時間の経過と
ともに印字内容が消えてしまうこ
とも少なくない。また、税務処理
の際にどこにあるかわからなくな
ってしまうこともある。

本稿で紹介した仕組みなら、レ
シートを画像として取り込んでい

るのでこのような心配はない。さ
らに、勘定科目を選択して入力す
ることにより、帳簿や損益計算書
などを自動的に生成することも可
能である。そうなると、家計への
アドバイス同様、他の企業と比べ
てどの支出が多いのか、改善する
ポイントはどこかといった、企業
へのコンサルティングサービスへ

の発展も可能になる。
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図1　「家計簿」を利用した消費データ収集の仕組み
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注）Share of Customer：同一目的の消費に占め、ある商品のシェア、Share of Wallet：可処分所得全体に占める、あるカテゴリーの商品の消費額の割合、エン
ゲル係数：家計費に占める食費の割合、カニバリ係数：新商品投入による既存商品の販売減の割合


